


 

公営住宅の脱炭素化：北九州市永黒団地の先進事例 

北九州市永黒団地市営住宅は、公営住宅における脱炭素化の先進事例として注目

を集めています。同団地では、PPA（Power Purchase Agreement）事業を活用し、太陽

光発電システムと蓄電池を導入することで、エネルギー自給率の向上と CO2 排出量の

削減を実現しています。 

PPA事業のメリット 

 初期投資の軽減: 行政は、初期投資を抑えながら再生可能エネルギーを導入で

きます。 

 安定的な収入: 事業者は、長期にわたる安定的な電力販売収入を得られます。 

 地域経済の活性化: 地域の雇用創出や経済活性化に貢献します。 

住民のメリット 

 電気料金の削減: 自給自足による電気料金の削減が期待できます。 

 災害時の電力供給: 蓄電池を活用することで、災害時の電力供給が可能になり

ます。 

 環境への貢献: 再生可能エネルギーの利用による環境負荷の軽減に貢献でき

ます。 

課題と今後の展望 

一方で、公営住宅の脱炭素化にはいくつかの課題があります。 

 初期費用: 建物の老朽化や設備の更新には、多額の費用がかかります。 

 住民の理解と協力: 住民の理解と協力を得ることが重要です。 

 技術の進化: 最新の技術を適切に導入し、維持管理することが必要です。 

これらの課題を克服するためには、政府や自治体、事業者、住民が連携して取り組むこ

とが重要です。また、技術の進化や政策の支援により、公営住宅の脱炭素化がさらに

加速することが期待されます。 

窓断熱化の重要性 

窓からの熱の出入りは、住宅のエネルギー消費に大きな影響を与えます。公営住宅の

窓断熱化を促進するためには、以下の取り組みが有効です。 

 高性能サッシへの交換補助制度: 住民の費用負担を軽減し、断熱性能を向上さ

せます。 

 窓断熱フィルムの配布・施工支援: 手軽に断熱効果を高めることができます。 



 

 窓断熱に関する啓発活動: 住民の省エネ意識を高め、具体的な行動を促しま

す。 

結論 

北九州市永黒団地市営住宅の事例は、公営住宅の脱炭素化の可能性を示していま

す。政府や自治体、事業者、住民が連携して取り組むことで、公営住宅の脱炭素化を加

速させ、持続可能な社会の実現に貢献することができることを示されました。            

本市においても同様の取り組みを始めて行くことが、公営住宅における脱炭素化への

第一歩となります。 


